
 

件  名  学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案について  

提出理由  

 学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案について、

埼玉県教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則第４条

第１項の規定により、別紙のとおり専決処理したので、同条第２項

の規定により報告します。  

概  要  

１ 専決処理した理由  

  改正条例案を県議会令和２年１２月定例会に提案するため、緊

急に処理する必要があり、かつ、教育委員会の会議を招集するい

とまがなかったため。  

 

２ 専決処理の状況  

 ⑴ 専決処理した条例案  

   学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案  

 ⑵ 専決処理日  

   令和２年１１月２０日  

 

３ 条例案の内容  

  別紙のとおり  

 

  （教職員課）  
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第    号 議 案  

   学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  
第 一 条  学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 一 年 埼 玉 県 条 例 第 三 十 三 号 ） の 一  

 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

  第 十 二 条 の 二 第 二 項 及 び 第 三 項 中 「 百 分 の 百 三 十 」 を 「 百 分 の 百 二 十 五 」 に 、  

 「 百 分 の 百 十 」 を 「 百 分 の 百 五 」 に 改 め る 。  

第 二 条  学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 十 二 条 の 二 第 二 項 及 び 第 三 項 中 「 百 分 の 百 二 十 五 」 を 「 百 分 の 百 二 十 七 ・ 五 」 

に 、 「 百 分 の 百 五 」 を 「 百 分 の 百 七 ・ 五 」 に 改 め る 。  

  附  則  

 こ の 条 例 中 第 一 条 の 規 定 は 公 布 の 日 か ら 、 第 二 条 の 規 定 は 令 和 三 年 四 月 一 日 か ら

施 行 す る 。  

 

  令 和 二 年 十 一 月   日 提 出  

        埼  玉  県  知  事     大   野   元   裕  

 

 

      提  案  理  由  

 令 和 二 年 十 月 二 十 二 日 付 け で 埼 玉 県 人 事 委 員 会 か ら さ れ た 学 校 職 員 の 期 末 手 当 に  

つ い て の 勧 告 に 基 づ き 、 学 校 職 員 の 期 末 手 当 を 改 定 し た い の で 、 こ の 案 を 提 出 す る  

も の で あ る 。  
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学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案の概要 

 

１ 趣 旨 

  令和２年１０月２２日付けの埼玉県人事委員会の職員の期末手当につい

ての勧告に基づいて、学校職員の期末手当を改定する。 

 

２ 内 容 

  期末手当の支給割合の改定 

   期末手当 支給割合（年間）2.60月 → 2.55月（▲0.05月） 

  ⑴ 令和２年１２月期の期末手当 

    1.30月 → 1.25月 

  ⑵ 令和３年度以降の期末手当 

    ６月期及び１２月期の期末手当 それぞれ1.275月 

 

３ 施行期日 

  公布の日から施行する。ただし、令和３年度以降の期末手当の支給割合

の改正は令和３年４月１日から施行する。 
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